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1.緒言 

 経年化橋梁の安全性を維持して行くためには，構

造物に発生した疲労損傷を検出するとともに，その

進展性を対象部材に作用する実働応力の計測に基づ

き評価することが必要である．実働応力を非破壊評

価できる手法の一つに，熱弾性応力測定法がある．本

手法は，動的載荷の下で計測された熱弾性効果によ

る表面温度変動分布に基づき応力分布を計測するも

ので，構造部材に作用する応力変動分布の面的な定

量的画像化計測を可能とする．本研究では，まず熱弾

性実働応力分布計測結果に基づき評価した応力拡大

係数範囲と亀裂進展速度の関係を求めた．さらに，鋼

橋部材の溶接部に発生した疲労き裂に対し，補修を

施した前後で熱弾性応力測定を行い，補修による応

力低減ならびに亀裂進展抑制の効果を検証した．  

2.計測原理 

2-1 熱弾性効果 

断熱状態の材料に弾性変形が生じる時，主応力和

Δ𝜎と温度変化 Δ𝑇の関係は次式で表される． 

ΔT ＝ －k T Δσ 

𝑇:絶対温度，𝑘:熱弾性係数 

赤外線サーモグラフィを用いて得られる温度変動デ

ータから，式(1)に基づき主応力和の変化量を求める

ことができる． 

2-2 応力拡大係数範囲評価 

 赤外線サーモグラフィによって得られる主応力和

𝜎𝑟  𝜎𝜃とモードI の応力分布解の級数展開式の関係

は，次式で表される． 

                       

 

本研究では式(2)の右辺の1 項のみを考慮した関数形

に対し，縦軸に1/(σr+σθ)，横軸に r を取り，実

験値と原点を通る近似直線の傾きから応力拡大係数

範囲を算出した．き裂先端ごく近傍での熱拡散の影

響を避けるため，本研究ではき裂先端から5mm～

15mmの範囲の応力変動値を用いて応力拡大係数範

囲を算出した．  

2-3 自己相関ロックイン処理1) 

 自己相関ロックイン処理は荷重変動に関する参照

信号を外部入力することなく，計測視野内の一部領

域の温度変動データから参照信号を自己生成し，こ

れを用いてロックイン処理を行う手法である．これ

により，ノイズ改善された相対応力分布画像を得る

ことができる． 

3.試験内容 

 鋼床版桁において，疲労き裂が発生したウェブギ

ャップ板に対して，橋上を荷重車が通過した際の熱

弾性温度変動を量子型赤外線サーモグラフィにより

計測した．計測箇所において，補修対策の前後で熱

弾性応力測定を行い，補修効果を検証した．荷重車

の総重量は214kNであり，計測箇所直近の車線を荷

重車が80km/hで通過した時の応力変動を計測した．

補修対策としては，ウェブギャップ板の溶接部に集

中する応力を当て板に分配させる，図1に示すよう

な当て板補修を施した．当て板には，き裂周辺の赤

外線計測のための観測孔を設けた． 

4.実験結果および考察 

当て板補修前後のウェブギャップ板の写真と，自

己相関ロックイン画像を図2に示す．計測は，補修

前，補修後(き裂存置)，および補修後(き裂除去)の

計3回行った．図2(a)および(b)には，もっとも高い応

力が発生している箇所をき裂先端部として，その箇

所での応力値を示している．図2(a)より，補修前で

はき裂先端に応力が集中していることが分かる．図

2(b)に示したき裂存置状態での当て板補修後の結果 
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を見ると，当て板に設けた測定用の窓のR部や，当

て板と横桁下フランジの接触面に応力が集中してい

ることが分かる．き裂先端における応力については

約52％の低減効果が見られた．また，図2(c)に示し

た疲労き裂除去後における当て板補修の結果による

と，最も大きな応力値が計測された場所における応

力値が-79MPaとなり，き裂除去前における最大応力

-68MPaから値が増加しているが，施工した当て板を

一旦取り外してき裂を除去した後，再設置をしたこ

とによる応力伝達状態の変化が一因と考えられる． 

 次に，補修によるき裂進展抑制効果を定量的に評

価するために，式(2)に基づき応力拡大係数範囲ΔK

を算出した．その結果，ΔKは補修前の11.81MPa∙m
భ
మ

から，補修後(き裂存置)では6.70MPa∙m
భ
మに減少して

いることを確認した．この応力拡大係数範囲の値を

用いて，当て板補修前後におけるき裂の進展速度の

変化について考察する．疲労き裂進展速度da/dnと応

力拡大係数範囲ΔKの関係式であるパリス則は，以

下の式で表される2) 

 
𝑑𝑎
𝑑𝑛

ൌ 𝐶∆𝐾 (3)

本研究では，ウェブギャップ板を模擬した試験体を

用いた疲労試験から，以下のようにパリス則の定数

を求めた． 

𝑑𝑎
𝑑𝑛

ൌ 1.45 ൈ 10ିଵଶ∆𝐾ଷ.ଶଵ (3.1)

この式に，当て板補修前後における応力拡大係数範

囲を代入すると，補修前のき裂進展速度は4.01 ൈ

10ିଽm/cycles ，補修後のき裂進展速度は 6.50 ൈ

10ିଵm/cyclesとなった．これにより，き裂進展速度

は約 83%低減することがわかった． 

  

(a) 補修前 

(b) 補修後(き裂存置)  

(c) 補修後(き裂除去) 

図2 作用応力分布の計測結果(左から可視画像，

自己相関ロックイン画像) 

 

5.結言 

 赤外線サーモグラフィを用いた熱弾性実働応力分

布計測により，当て板補修による作用応力低減効果

を確認した．さらに，き裂進展抑制効果を破壊力学

に基づき定量評価できる可能性を示した． 
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(a)補修前 

(b)当て板補修後 

図1 ウェブギャップ板に対する当て板補修 
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